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⽯炭を燃やすことによる、⼤気汚染・有害廃
棄物・温排⽔の問題
•⼤気汚染 ⼆酸化硫⻩、PM2.5 → 呼吸器疾患
•有害廃棄物 ⽯炭の燃えかす、補⾜された粉塵
•温排⽔ → 漁業被害

•１⽇に1万トンの⽯炭を燃やし、1000トンの廃棄物出す
•その0.1%が環境中に出た場合、毎⽇1トンの粉塵
• PM2.5 ⽕⼒発電所などの固定発⽣源、⾃動⾞排ガス
などの移動発⽣源からの、従来型の⼤気汚染において、
その健康被害をもたらす中⼼的物質 
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PM２.５
•⻑期曝露では、
•⼤気中の平均濃度10μg/㎥未満でも死亡との有意な
関係が報告
• 8μg/㎥ 前後の平均濃度で調査された研究が多いが、
その濃度であっても、死亡や疾病との有意な関係

•短期暴露でも、
•循環器や呼吸器の症状で緊急搬送されるリスクが
８μg/㎥前後の濃度で報告
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PM２.５ 調査・予測・評価不要？
•原判決
•「ＰＭ２．５については、環境影響評価に係る技術手法の開発
を進めるべきとされ、予測及び評価の手法が確立されていない
から、経済産業大臣が事業者に対してＰＭ２．５に係る環境影
響評価の実施を求めることは、不可能ないし著しい困難を強い
るものである。」として、ＰＭ２．５の調査、予測、評価がさ
れなかったことについて、瑕疵はないとした。

• ＰＭ２．５は、⼈に対し、極めて重⼤な健康被害をもたらす物
質 ⽕⼒発電所などの固定発⽣源、⾃動⾞排ガスなどの従来型
の⼤気汚染において、その健康被害をもたらす中⼼的物質 



PM２.５ 調査も予測もしないのは違法
•ＰＭ２．５について
•排出源において一次粒子の排出の増減を調査することは可能
•電気集塵機などの環境保全措置において、一次粒子をどの程度
削減できるかを明らかにすることも可能

→ 調査も予測も何もしないのは違法
今日、ＰＭ２．５による深刻かつ重大な健康影響が各種知見で
明らかになっている中で、その調査も予測も評価もまったくしな
いまま、また、対策も取らないまま、漫然とその排出をすること
は許されないことは、新潟水俣病訴訟判決（新潟地判昭和46年9
月29日判例時報642号96頁）を持ち出すまでもなく、明らか。



•新潟水俣病判決・新潟地判昭和46年9月29日判例時報642号96頁
•化学工業を営む企業（以下「化学企業」という。）としては、
有害物質を企業外に排出することがないよう、常にこれが製造
工場を安全に管理する義務があるというべきである。

•したがつて、化学企業が製造工程から生ずる排水を一般の河川
等に放出して処理しようとする場合においては、最高の分析検
知の技術を用い、排水中の有害物質の有無、その性質、程度等
を調査し、これが結果に基づいて、いやしくもこれがため、生
物、人体に危害を加えることのないよう万全の措置をとるべき
である。そして、右結果回避のための具体的方法は、その有害
物質の性質、排出程度等から予測される実害との関連で相対的
に決められるべきであるが、最高技術の設備をもつてしてもな
お人の生命、身体に危害が及ぶおそれがあるような場合には、
企業の操業短縮はもちろん操業停止までが要請されることもあ
る・・・



代替案検討が環境アセスメントの核⼼
環境アセスメント
•ベスト追求（基準適合ではない）
•市⺠への説明義務・市⺠意⾒考慮義務（意思決定過程
の透明化と実効的な参加による環境保全）
•代替案検討（手続的統制による適正な環境配慮）
•計画段階配慮という時点・段階での複数案検討の意味
• 環境影響を回避したり、⼗分に低減したりできるような、別
の事業案の検討をすることを可能に。

→ 代替案検討をすることが環境アセスメントの核⼼



発電についての複数案の検討の必要性

•地球の温暖化はすでに危機的なレベルにまで進⾏して
しまっており、このまま温暖化が進⾏すれば⼈類全体
の破滅を招来しかねない状況
•二酸化炭素の排出に起因する人為的な気候変動の大部
分は、数百年から千年規模の時間スケールで不可逆＝
⼈為的な⼆酸化炭素の正味の排出が完全に停⽌したと
しても、地上気温はその後数世紀にもわたって⾼いレ
ベルでほぼ⼀定のままとどまる。
•発電には、多くの選択肢がある。
•環境アセスは、ベスト追求・代替案での手続的統制



発電についての複数案の検討の必要性

•発電という⽬的を達成しうる数多くの選択肢があるの
だから、選択肢をできるだけ挙げ、それを比較検討す
ることは必須
•最初から⽯炭⽕⼒発電所と決めることは、
地球の温暖化の危機的状況・人々の生命を無視し、
ベスト追求・代替案での手続的統制という環境アセス

の趣旨を無視し、
計画段階配慮制度を設けた、2011年の環境影響評価

法改正の趣旨（計画段階配慮制度創設の趣旨）を没却



天然ガス⽕⼒発電 ⽯炭⽕⼒に⽐べて

• 発電電⼒１単位のＣＯ２排出量は約１／２
• 温排水の排出量も約１／２

• 硫黄酸化物とばいじんの排出はほぼゼロ
• ＰＭ２.５もほぼゼロ
• 窒素酸化物の排出もほぼ半減
• 光化学スモッグの可能性も⼤幅に削減





本件では、天然ガス火力発電は可能

•本件の場合、元々存在した火力発電所は、石油火力発
電所
•⽯炭⽕⼒発電所の場合も、従来の設備を全て撤去し、
⼀から設備を新設しなければならない。天然ガス⽕
⼒発電所の場合と同じ

•本件事業者は天然ガスを使った⽕⼒発電事業を各地で
おこなっており、他の場所では天然ガス火力発電所を
建設・運用。さらに、天然ガス火力発電所は、さほど
遠くないところに複数存在し、備蓄基地も存在するの
で、そこから天然ガスを送ることも可能


